
養育支援訪問事業    

 

養育支援訪問事業ガイドライン （案） 

１．事業目的  

○ 養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師・助産師・保育士等がその居

宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施

を確保することを目的とする。  

 

２．対象者  

○ この事業の対象者は、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）の実施結果や

母子保健事業、妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする家庭に係る保健医療の連

携体制に基づく情報提供及び関係機関からの連絡・通告等により把握され、養育支援が特

に必要であって、本事業による支援が必要と認められる家庭の児童及びその養育者とする。

具体的には、例えば以下の家庭が考えられる。  

   ①若年の妊婦及び妊婦健康診査未受診や望まない妊娠等の妊娠期からの継続的な支援を

特に必要とする家庭  

   ②出産後間もない時期（おおむね 1年程度）の養育者が、育児ストレス、産後うつ状態、

育児ノイローゼ等の問題によって、子育てに対して強い不安や孤立感等を抱える家庭 

   ③食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある家庭など、虐待のおそれ

やそのリスクを抱え、特に支援が必要と認められる家庭  

   ④児童養護施設等の退所又は里親委託の終了により、児童が復帰した後の家庭  

 

３．中核機関  

○  この事業の中核となる機関（以下「中核機関」という。）を定める。中核機関は、本事業

による支援の進行管理や当該事業の対象者に対する他の支援との連絡調整を行う。 

○ 事業の実施にあたっては、中核機関と子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策

地域協議会）（以下「ネットワーク」という。）調整機関（以下「調整機関」という。）がそ

の連携に十分努めることが必要である。さらに、ケース管理を効率的に行う観点からは、

ネットワークが設置されている場合には、可能な限り中核機関と調整機関を同一とするこ

とが適当である。  

○ 事業の実施にあたっては、中核機関または調整機関は、対象者の状況により保健師等専

門職の判断を求めるなど母子保健担当部署との連絡調整に努めること。 

 

４．訪問支援者  

○ 訪問支援者は、中核機関において立案された支援目標、支援内容、方法、スケジュール

等に基づき訪問支援を実施する。 

○ 訪問支援者については、専門的相談支援は保健師、助産師、看護師、保育士、児童指導

員等が、育児・家事援助については、子育て OB（経験者）、ヘルパー等が実施することと

し、必要な支援の提供のために複数の訪問支援者が役割分担の下に実施する等、効果的に

支援を実施することが望ましい。  

○ 訪問支援者は、訪問支援の目的や内容、支援の方法等について必要な研修を受けるもの

とする。 
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